








づ くりにはじまり,1970年 代には大丸,伊 勢丹,松 坂屋などが香港,バ ンコク,シ ンガポール
などへ進出 していった。また,ス ーパーでは,ヤ オハ ンが1974年 にシンガポールに進出し,ア
ジアでの拡大 を開始 した時代であった。
その後,1985年 のプラザ合意 による円高をうけて進出に拍車がかかった。わが国流通業は,
最近では百貨店,ス ーパーなどの量販店 をはじめ,東 南アジア ・東アジアを中心 に国際化戦略
を展開している。 この戦略は,表 面的には,先 ずはアジアの経済が成長 し,所 得の上昇や生活
水準の向上 によって東南アジア ・東アジアが今後有望市場であるという期待感 と,次 いでわが
国 「大店法」の規制による国内市場 の捌 け口を海外市場,と りわ け東南アジア ・東アジアに向
けた ことにあるどいえよう。そして,好 調なアジア経済 に支えられ,こ れまで拡大の一途をた




(アジア経済の奇跡)」 のなかで,ア ジア経済の成長 に疑問をなげかけてきたが,最 近のアジア
経済の状態は同教授の説が当 らずも遠からじの感 を受けざるをえない。
1)PaulKrugman,"TheMythoftheAsia'sMiracle"「まぼ ろ しの ア ジ ア経 済 」,ForeignAffairs,
November/December,1994.『中央 公 論 』1995年1月 号 掲 載 。
クル ー グ マ ン に よ る と,ア ジア の経 済 成 長 は1950年 代 の ソ ビエ トの 経 済成 長 と同 様 に,資 源 の 動員 とい
う要 因 で ほ とん ど説 明 が つ く。つ ま り,生 産効 率 の改 善 で はな く,労 働,資 本 面 で の投 入 の増 大 によっ て
可 能 に な っ た もの で あ り,長 続 き しな い とい う ので あ る。
クル ー グ マ ンの 悲観 論 とは対 象 的 にTheWorldBank,"TheEastAsianMiracle",OxfordUniversity
Press,1993.が あ る。 その なか で は ア ジ ア の成 長 を可能 に した 要 素 と して,廉 価 で勤 勉 な 労働 力,基 本 的
に健 全 な 開発 政 策 と良好 な マ ク ロ経 済運 営 の存 在 を指 摘 して い る。
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そ こで,本 稿では,と りわ け1985年 か らの円高を受けての これまでの進出を追跡すると同時
に,混 乱 に陥ったアジア経済のなかでのわが国流通業の今後の取 り組みについて論 じてみたい。
II流 通業の国際化と海外進出の意味
すでに"は じめに"の 項で,`流 通業の海外進出'という表現 をしたが,わ が国 「流通業の海外
進出」は,い いかえればわが国 「流通業の国際化」で もある。筆者 にとって,こ こでの 「国際
化」 という用語 は 「海外進出」 という用語 と同義語である。すなわち,流 通業の国際化は1つ
には,「 取扱商品」の国際化であ り,も う1つ には,流 通業の 「国際事業展開」であると思われ
2)
るが,こ のうちの後者の意味に捉 らえられる。
つぎに流通業の 「国際事業展開」は,(1)買 い付 け,情 報収集のための拠点づ くり,(2)開
発輸入による自社 ブラン ド品の輸入 ・販売 と生産拠点づ くり,(3)店 舗開設 による販売拠点づ
くりなどがあげられるが,こ れらの事業のうち(1)(2)は 必ず しも常時海外に張 り付 く必要
なくして事業展開できる性質を持 っている。それに対し(3)に ついては海外進出 という形が
とられざるをえない。
わが国流通業の場合,こ れ らの事業を展開するに当 り,国 際化の進展のなかで最近ではアジ
アに重点をおき,ア ジアに進出する形で行 なってきた。製造業の場合には,そ の進出が長期投
資に結びつき,現 地の雇用を拡大 し,輸 出を増大させ外貨 を獲得 し,そ の国の発展に寄与する
ため歓迎 されるが,流 通業の場合 には 「モノ売 り」が中心 とな り,外 資が導入 されると,か え
って現地の流通業 を圧迫 し,現 地の経済に製造業ほ'どの貢献 を果た し得ないため敬遠 されがち
であった。 しか し,東 南アジアや中国が近代化を図ってい くためには,流 通の近代化が不可欠
とな り,わ が国の流通業が培 ってきた流通技術や経営ノウハウが必要とされるようになった。
そうした要請 にも促 され,わ が国流通業の国際事業展開にはずみがかかっていったのであった。
以下 このような事業展開はどのような要因の もとに遂行 されていったかについてみていこう。
皿 海外進出を果たした要因
企業が海外戦略を展開する要因には,経 済 ・法律 ・政治 ・生態系など個別企業ではコントロ
ールできない 「環境要因」 と,環 境の変化に応じて新たな利益の機会を海外進出とい う企業行
3)
動 に求める 「戦略的要因」が考 えられる。
わが国流通業 もこの2つ の戦略に沿 ってきたといえよう。そこで ここでは,ア ジアへの進出
要因を環境要因 と,戦 略要因の2つ の側面から跡づけてみよう。
2)拙 稿 「流通業の国際化」「和光経済』第27巻 第2号,26頁 。
3)拙 稿 「わが国流通業の海外進出」経営行動研究学会 『経営行動研究年報』第2号,44頁 。
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1,環 境的要因か らの跡 づけ
この要因には,① 円高の進展,② 日本国内での過当競争 ・出店規制,③ 海外進出支援体制な
どをあげることができると思われる。
1),円 高の進展による要因
1985年 のプラザ合意以降,円 高の定着により経営環境は輸出産業 よりも輸入ないしは海外投
資を行 う企業の方が主流を占.めていった。すなわち,1つ には,円 高のメリットによる輸入製
品価格の割安感であ り,ま た,も う1つ には,円 高 による一層の投資効率の向上であった。
これ らの要因によって小売業は,海 外からの商品調達 とりわけ開発輸入を手がけることが有
利 になった。そしてまた国内に出店するよりも割安なコス トで海外出店がで きるとい う投資機
会 にも恵 まれた。 これらの要因によって,そ れまで国際化に消極的であった小売業にグローバ
ルな視野を開かせる契機 となった。
2),国 内の過当競争 ・出店規制による要因
日本の国内小売市場では,購 買力に比較 して小売業の数が過当に存在 し,淘 汰の危機にさら
されていた。それにもかかわ らず,大 型店は,規 模のメリットを生かして大型店の出店 をしょ
うとした。 ところが当時は,商 業適地の地価 の高騰や 「大店法」の規制によって出店 を拒まれ
る状態であった。1990年 からの 日米構造協議 におけるアメリカの圧力 も重なって緩和の方向に
向かったが,そ れでも当時 は,地 価 も労働 コス トも安い海外に新規事業の拡大 を目指そうとし,
現実にまたその ように進んでいった。
3),進 出支援体制による要因
従来,海 外進 出の経験 の浅い流通業 にとって,海 外に投資 し,利 益をあげて行 くことは容易
なことではなかったが,当 時,銀 行や商社などは,将 来の顧客獲得の目的のため,海 外への投
資先情報,調 査方法,資 金調達方法などについてのコンサルタント・サービスや海外進出のた
めのセ ミナーや使節団派遣などの支援サービスを提供 し,海 外進出を促 した。
上述 ような数々の外部環境要因に促されて,わ が国の流通業は,当 時海外進出に勇断を振る
うことができた といえよう。
2,戦 略的要因
流通業,と りわけ小売業に とって,海 外進出戦略はアンゾフ(H.1.Ansoff)の いう 「市場拡
4)
大戦略」の1つ として位置付 けられると思われる。
国内市場が成熟化 し,か つまた狭隙化 した場合,企 業 は新たな成長機会 を求めて海外市場に
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進出することになる。その際小売業にとっての海外戦略は,「 市場拡大戦略」以上の意味をもっ
ているとい うことである。すなわち,海 外市場を単に"販 売市場"と してのみ捉 えるのではな
5)
くて,"資 本市場","商 品調達市場"と しても捉えているということである。 このようにみて く
ると,小 売業の海外戦略 は 「多角化を含 めた市場拡大戦略」 として認識 されると思われる。 し
たがって,こ れ らを 「戦略的要因」から整理すると,日 本の流通業は海外市場 とりわけ,東 南
アジア諸国を非常に有望な①資本市場,② 商品調達市場,③ 販売市場 として捉えたのであり,
かつまた東南アジア諸国がそれに応 えるように経済成長 を遂げてきた ことによって進出が図ら
6)
れていった といえよう。




資本調達の形態 としては………①借入,② 外債発行,③ 海外株式市場への上場などがある。
具体的 には,当 時の 「国際流通グループヤオハン」が香港の大手ディベロッパ 「信徳集団有限
公司」 と合弁で大型SCを 計画 した際,そ のプロジェクトに対 して邦銀がシンジケー トを組 み,
当時の日本長期信用銀行,東 海銀行,住 友信託銀行,パ リ国立銀行,マ カオの現地銀行が総額
7)
3億 香港 ドル(約54億 円)を 融資 した例などがある。つまりこれは当時の 「国際流通グループ
ヤオハン」が とった例であるが,こ のことはヤオハ ンに限 らず,日 本国内では調達 しえない資
金が海外では調達しえる1つ の例 ということがで.きるだろう。
資本投資形態 としては…………外国の国債,社 債,株 式などへの投資による資本収益だけを
目的とした 「間接投資」のほか,現 地販売店設置 といった 「直接投資」 も存在するが,流 通業
4)H.1.Ansoff,CorporateStrategy,McGraw-Hill,1965.広田 寿亮 訳 『企 業 戦 略 論 」 昭 和44年,160～161
頁 。
ア シ ゾ フ は 『企業 戦 略 論 』の なか で 企 業 の成 長 は,拡 大 と多 角 化 か ら成 り立 って い るが,拡 大 化 は さ ら
に市 場 浸 透 力,市 場 開発 お よ び製 品 開 発 か らな り立 っ て い る,と い って い る。この うち特 に,市 場 浸 透 力
の一 つ が 海 外 進出 のか た ち とな り,流 通 業 の場 合 「海 外 出店 」や 「開 発輸 入」 とな っ て現 れ るの だ とい え
よ う。H.1.Ansoff,AcquisitionBehaviorofU.S.ManufacturingFirms,VanderbiltUniversity
Press,1971.佐 藤 禎 男 監訳 『企 業 の多 角 化戦 略』 産業 能 率短 大 出 版 部,昭 和47年,2～7頁 。
また,ア ン ゾフ は 『企 業 の多 角 化 戦 略 』の なかで は,「 経 営 の 国際 化 や 多 角化 」 は 主 として メ ー カー 企
業,そ れ も大 手 メ ー カ ー を対 象 と して お り,ア ンゾ フの 理論 を その ま ま流通 業 の それ に 当 て はめ て よ い か
ど うか とい う面 は あ るが,円 の 切 り上 げ や 円高 が進 行 す る と,企 業 と して は海 外 投資,海 外 へ の 進 出が 不
可 欠 に な る こ とを 示唆 して い る。
5)和 田充 夫 「小 売業 国際 化 の 勧 め 」季 刊 『消 費 と流通 』1985年,第32号,55～56頁 。
6)和 田充 夫 「小 売業 国際 化 戦 略 」 『RIRI流 通 産 業 」1987年,4月 号,11～14頁 。
7>日 本 経 済 新 聞,1991年9月5日 号。
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独 自の形態としては,現 地販売店設置 という直接投資であった。
2)商 品調達市場 としての戦略
流通業にとって商品調達市場は,商 品品揃の面で製造業以上に重要である。いいかえれば,
海外商品調達市場は,と りわけ小売業にとってプライベイ ト・ブランドを中心 とする海外生産
拠点の確保 と国際的ロジスティクをもつという意味で重要である。そして,こ れ らの目的を達
成する手段 として,製 品の開発輸入活動が展開されてきた。
イ,開 発輸入
開発輸入 とは,「一般に小売業が商品の素材,品 質,デ ザイン,加 工方法等に関 して独 自の仕
様書を示 し,そ れに沿って海外で委託加工生産を行 こない,出 来上がった製品を直接輸入する
8)
ことをいう。」 これはつまり,小 売業が生産 に関与するところの商品開発を国際的な範囲で展
開することを意味するものである。
そして,開 発輸入は,百 貨店 よりもスーパーにおいて積極的である。その理由は,百 貨店の
場合 には,欧 米の有名ブランドを輸入することで消費者 を引 きつけることができるので,ス ー
パーに比べ ると開発輸入への取 り組みにそれほ ど積極的でない。主要スーパーにおいては,1990
年代初期の時点で65%が 開発輸入に取 り組んでお り,直 輸入に占める開発輸入の比率が80%を
超 える企業が2割 を占めるほどであった。そして開発輸入商品の対象分野は,衣 料品が突出し
ているものの,飲 食品,家 具 ・インテ リア,家 電製品,身 の回 ワ品などにまで多種にわたって
9)
きた。 しか し,1995年 以降の円安傾向は輸入のメリットを低下 させるにおよんでその割合は減
少 してきている。そこで,こ れまでわが国の開発輸入がどの ようになされてきたのか,ど のよ
うな変化が起 こってきているのかをみてみよう。
第1に,開 発輸入を促進 させた大 きな要因は,円 高の進行により海外製品の調達コス トが低
下 したことであった。比較的良質なアジア諸国の労働力 をわが国の半分か ら10分の1の コス ト
で利用できたこと。例 えばわが国では利益がな く,切 り捨てられている再生用のビデオのよう
な単機能のものが,ア ジア各地では採算にあうといった工合であった。西友やジャスコなどの
大手量販店は,従 来は数万円以上 もしたカシ ミヤセータを,中 国で素材開発,製 造することに
より,1万 円台の製品を開発 した例や,同 様に従来の製品の数分の1の 価格の羽毛布団やシル
ク製衣料などが先行的な事例 としてあげられるが,だ いたい平均 して既存体制で生産されてい
る商品の3～4割 安で生産可能であったことによる。
第2に,現 地 には,多 様な良質素材 ・原材料や比較的高度な技術が存在 し,そ れが利用でき
た こと。また他 の地域 に比べ経済 ・政治体制 も比較的安定 してお り,輸 送を含めたロジスティ
8)外 川 洋 子 「進 化 す る開 発 輸 入 」 「RIRI流 通 産 業 』1988年,9月 号,12頁 。
9)同 上 書,14頁 。
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ックの面 で も利点 があ った こ とに よる。
第3に,NIES諸 国 の製 品 に対 す る 日本 の消費者 の意識 が変 ってきた こ とな どで あった。
ロ)開 発輸入の変化
開発輸入 は,上 記のような理由により成果をあげてきていたが,1995年 以降の円安傾向は,
それまでの開発輸入の在 り方に変化をもたらしている。
最近,筆 者 が,わ が国大手スーパーへのアンケー トを行なった ところによると,開 発輸入の
みならず直輸入 までもが以前よりも減少 してきている。 ある大手スーパーの場合1997年 度のア
ジアか らの輸入 は総額で前年比の66%と なっており,開 発輸入の割合 も当然減少していること
が うかが える。 その理由としては,
先ず第1に,円 安が挙 げられる。すなわち輸入す る企業にとって円安は支払代金が以前より
も加算されることになり,強 いては仕入価格の上昇 となるからである。
第2に,国 内の消費低迷によって輸入しても売れる見込みに乏 しいか らである。
第3に,ASEAN地 域の経済危機 による現地での提携企業の経営状態の悪化・もあげ られ よ
う。
このような理由から,開 発輸入は,以 前のようなア ドバ ンテージが得 られな くなってきてい
るといえよう。 日経流通新聞 によると事実,円 安の進行が140～150円 になれば採算が合わな く
なるとい う。 そして,140円 になれば原価率が3%ア ップすることにな り,メ リッ トが うすれ





小売業 も含め,あ らゆる企業が海外進出を経営戦略 として選択する場合,そ の目的は,基 本
的には絶 え間な く変化す る企業環境 に生 き残 りをかけ,さ らには事業の拡大を狙 うことにある。
そして,小 売業が海外進出,と りわけ,海 外市場を販売市場 として捉 える場合,そ の戦略は,
①海外出店 という形をとるか,そ れ とも,② 現地小売業への経営参加ない しは合弁,③ 現地小
売業の買収 などの形態をとる。
この うち,わ が国小売業の中心戦略は,海 外出店活動であり,・現状 においても百貨店や量販
店が東南アジアに本格的進出をはかっているほか,中 国大陸への進出も本格化 してきている。
このような,海 外出店 をはかる目的 とメリットについてみると,そ れは以下のような点をあ
げることがで きる。
10)日 経 流 通 新 聞,1998年6月11日 号 。
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以上のような理由により,東 南アジア各国市場 に進出を加速化 してい?た 。1985年 のブラザ
ー合意以降,百 貨店や大手スーパーのみならず 「ヤオハ ン」のような中堅 スーパーまでもが極
めて積極的に進出を果た していった時期であった。
わが国の小売業は 「大型店舗」や広域市場作 りな ど質 ・量 ともに次元の高い活動を展開する
ようになった。一方,現 地政府や業界は,百 貨店,ス ーパー,コ ンビニエンス ・ス トア,フ ラ
ンチャイズ ・チェーンな ど多種多様な業種業態 とそのノウハウを同時進行的に受 け入れている。
この点 をわが国 と比較 してみる と,わ が国ではこれ らの業態を序々に受け入れていったのに対
して,非 常に ドラスティックに採 り入れた点である。 もっ ともわが国の場合は,同 時 に受け入
れようとしても業態そのものが登場 していなかった という事情 もある。 これまでの進出状況を
整理 してみると,だ いたい表一1の ように表す ことがで きると思われる。
IVア ジア諸国の経済危機と日系流通業の苦戦
1,ア ジア経済の混乱 ・
アジア経済は,こ れ まで日の出の勢いで成長を続 けてきたが,1997年7月 タイの通貨危機 を
契機 に信 じられないかたちで混乱に陥いり,わ が国のアジアに向けて進出 していた流通業にも
大 きな影響がおよんでいる。
周知のように,ア ジア経済危機はタイ,イ ンドネシア,韓 国において顕著であるが,そ の震
源地 となったのはタイである。なぜタイが通貨 ・経済危機に陥ったかというと,そ の直接的な
原因は,当 初海外貸 し付け資金を調達する目的で設立 されたバ ンコク ・オフショア市場(国 際
金融センター)の 資金が,本 来回 してはならない国内の土地や建築など不動産投資,な らびに
株式投資に回されバ ブル経済 を引き起 こした ことによる。その結果,金 融機関の不良債券を急
速に拡大す ることとな り,逃 げ足の速い国際投機筋が有無 もいわさず資金 を引き揚げた ことに
よるといわれている。このほか通貨を ドル ・ペ ッグさせていたことがバーツの割高を呼び,輸
出における価格競争力を低下 させた ことも大 きな原因であった。
タイで起 こった通貨 ・経済危機 は隣のインドネシアにも波及 した。 もともとスハル ト大統領
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表一1ア ジアでの 日系小売業の出店動向(国 別店舗数)(1996年 現在)



















ポ 不 ア ノ、 パ の
国 1 シ シ 諸 ワ 諸 地
数 態 港 湾 イ ル ア ア 国 国 国 イ 国 域
伊 勢 丹 6 D ② 1 1 4 2 2
S 1 5 2
そ ご う 7 D 1 3 2 1 2 2 十1 2
SM 2
大 丸 5 D 2 2① 2
S 1 2 1
東 急 7 D 1 3 2
S 1 3 2
三 越 9 D 1① 3十3
S 1 3 7①
高 島 屋 7 D 1 1
S 1 2① 1
松 坂 屋 3 D 1① 1
S 1 1
西 武 3 D 1 ① 1
名 鉄 2 S ① 3
阪 急 1 SM 1
近 鉄 1 S 1
阪 神 1 D 1 十1
ヤ オ ハ ン 12GMS-SM 9 1① 2 5 5 ① 4①' 2 10 1 1
ジ ヤ ス コ 3 GMS-SM4 十1 9 5① 2十1
西 友 4 GMS 1 十1 1 1 1
(永 安 百 貨) 12
ユ ニ ー 1 GMS 1
圏
マ イ カ ル GMS 十1
イ トー ヨー カ堂 GMS 十1
ダ イ エ ー 1 SM 1
い な げ や 1 SM 8 τ
サ ミ ッ ト 1 SM 3
フ レ ッ セ イ 1 SM 15
ト ツ プ 1 SM 4
カ ス ミ 1 SM 8
丸 久 1 SM 6
キ ミ サ ワ 1 SM 2 ⑤
小 計 34 57 19 21 19 3 0 14 2 19 17 8
ロ ー ソ ン 1 CVS 十1
ニ コ マ ー ト 1 CVS 122
ファ ミリーマー ト 3 CVS 304 11 329
ミニ ス トップ 2 CVS 209 1
サ ン ク ス 1 CVS 77
小 計 426 11 615 1
(注)店 舗数=小 規模出店 も含めた数値。なお,+の 付 いた ものは確度の高い出店予定。○印のっいた ものは撤退店舗数。 レス トランは除 く。
業 態:D=百 貨店GMS;総 合量販店SM=食 品スーパーCVSlコ ンビニエ ンスス トアS:土 産物ショップやパ ンショップ




か り,ル ピアが急落 した ことによる。
韓国の場合 は,1996年 のOECD加 盟によ り先進国の基準に合わさなければならなか ったこ
とや,円 安 ドル高による日本製品 との輸 出競争力の低下,半 導体価格の下落などで企業経営が
苦 しくなり倒産す る企業が続出するなか,外 国投資家や金融機関の資金引き揚げにより債務不
履行(default)の 状態に追込 まれ経済混乱に陥 り,IMFの 助 けを借 りねばならない こととな
ったことによる。
しかし,韓 国は流通業の分野 に外資ならびに外国企業の参入 をほとんど認めていないので,
わが国流通業 にとって韓国での影響はない。韓国へは現 に百貨店の三越 と高島屋がソウルに事
務所を持っているのみである。
これらの国々で起 こった経済混乱は,香 港,マ レーシア,シ ンガポール等の諸国に も影響を
与えてお り,ア ジアの急成長 を見込んで,次 々と進出した日系の流通業は苦戦中である。
2,わ が国流通業の苦戦
1)タ イの場合
タイの経済的破綻の契機についてはすでに述べた ところであるが,タ イの金融状態 は日本の
それ と類似 で金融機関の不良債券を処理 し,併 せて金融機関をどのように再編 してい くかが先
決のようである。実際のところ不良債券の規模が どの程度であるかも明確でない ようである。
それで も最近の日経ビジネス誌によると,1998年 経済成長率見通 しを最初の一3%か ら_L.5%
に下方修正 したものの,1999年 は小幅なプラスが見込まれているとし,さ らに,タ イが5%成
11)
長の安定軌道に戻'るのは,2001年 以降になるだろうと報 じている。
ところで,わ が国流通業のタイ,と りわけバンコクへの進出は,1964年 に大丸がバ ンコクに
売場面積8000㎡ の店舗を開設 した時にはじまったといえるだろう。 これが 日系流通業のアジア
進出の最 も初期の ものであった。
それ までバ ンコクの都市商業は,歩 道のショッパーハウス,中 小店舗や伝統的市場 を中心と
するもので,近 代的な大型店 は存在 しておらず,衛 生的な面か らみても非近代的なものであっ
た。
タイでは,都 市 と地方では人々の平均所得 に大 きな差があるし,中 間層の形成や都市居住者
の所得水準 にも大 きな差があるが,バ ンコクでは1997年7月 以降のバ ブル経済が弾けるまでは,
12)
中間所得層が拡大 していた。 それによって家電製品やさまざまな消費財に対する需要が増大 し,
それに対応するように流通の近代化が迫 られていた。 日系小売業は,経 済混乱に陥る前 までは
11)『 日経 ビジネ ス』1998年7月27日 号,111頁 。
12)ア ジ ア経 済 研 究 所 『ワ ール ド ・ トレン ド』1996.9～10月 号,第16号,18頁 。
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タイの要請を受け流通近代化推進 の一定の役割を果た してきていた。
しか し,1997年7月 以降の経済 の混乱 は流通の近代化を推し進めるどこ'うか,進 出している
こと事態が危 うい状況に追い込 まれてきた。
伊勢丹の社長 によると,1990年 代前半の消費ブームに乗ってバ ンコクでは大型ショッピング
センターが次々 と開業 し,た だでさえ過当競争に陥 っていたところに今回の不況が重なった。
しか も,タ イ政府がIMFの 融資 を受けるに当って,付 加価値税 を7%～10%に 上げたことで
売 り上げが昨年('97年8月)の90%に 落込んでいるという。
伊勢丹 は中心地に1店 舗 しか持たないので健闘している方だが,郊 外 に展開 した り,店 舗数
を拡大 した百貨店はさらに落込みが激 しいといわれている。生活必需品 を扱うスーパー も不況
と増税 のダブルパ ンチに見舞われているという。百貨店など日系流通業 も景気低迷や雇用情勢
の悪化 を受けた消費の買控 えで苦戦 してお り,最 近で}ま日本人駐在員家庭対象に大安売 りの広
13)
告に余念がない。
た とえば,東 急百貨店は3年 前から進出していたが1997年2月 末,バ ンコク市c`あ った2店
の うち郊外の 「ラチャダ店」を閉店 している。周辺の発展を見込んで出店 したものの,売 り上
げは伸びなかった というものである。東急 は,今 後 の経済状況が不透明なこともあ り撤退を決
.めた という。1997年9月18日 会社更生法を申請 したヤオハンもバ ンコク市内の店のほ とんどを
閉鎖 した。ヤオハ ンの場合 には経済危機の影響 とい うよりも自か らの破綻によるものである。
また,資 金繰 りがっかな くなった地場の百貨店やスーパーも同 じような状況に追い込まれ,
それらの店舗を核 としたオフィスビルや高層マンシ ョンはゴース トタウン化するので はないか
14)
と警戒 されている。
ただ同 じタイで もバンコクの中心市街地 に位置す る店舗は健闘している。バ ンコク伊勢丹で
は現地通貨バーツが実質的に切 り下 げられた1997年7月 以降,売 り上げ不振に陥ったが,そ れ
でも店舗が中心市街地 に位置 しているため,台 湾や香港などか らの観光客が急増 し,そ れに助
けられて売 り上 げは回復 しているという。要因としてはバーツ安でタイへの旅行が割安 となっ
た ことによるといわれている。同じバ ンコク中心部のそごうも1997年 度の売 り上げ高 は2店 合
計で4.9%と さほど落ち込 まなかったとい う。とはいえ,売 り上げ高が落:ち込んでいることに変
りはない。
しかし,タ イ大丸 は,1998年8月 をメ ドに大丸が所有する全株式を現地企業のプレミアグル
ープに譲渡 した。同グループはタイにある2店 のうち,大 型の 「シーナカリン店」の営業を引
15)
き継 ぎ,別 の1店 は閉鎖する。
ジャスコは,100%出 資により1985年 にバ ンコクに第1号 店を開店 して以来,タ イ国内に12店
13)i世 界 週 報 」1998年5月12日 号 。
14)「 日経 ビジ ネ ス』1997年10月6日 号,57頁 。
15)日 経 流 通 新 聞,1998年6月27日 号 。
(37)わ が国流通業のアジア進出37
舗 を有 している。ジャスコはわが国流通業のうち大丸,そ ごう,東 急に次いで進出した企業で
スーパーでは最初の進出企業 といわれている。筆者 は1998年3月 バ ンコク市街地から10キ ロ程
離れたサイアムジャス コに平中輝夫社長を尋ね,タ イ流通業 とジャスコの現状について聞き取
り調査をした。
ジャスコの場合,VAT(付 加価値税)の7%か ら10%へ のアップで家電製品に大きな影響
がでている。税率変更前は駆込 み需要に助けられたが,変 更後 はその反動で50%激 減 している
という。 しか し,こ れは反動なのでしばらくすると回復 はす るが,為 替相場の変動による影響
は,VATの 税率変更の比ではないという。すなわち,税 率変更後,消 費者の心理的購買抑制
につながったのである。物価上昇の面からの影響が実質2.F%で あるのに対 して,変 動相場制に
16)
よる物価への影響は商品によって10%か ら30%で あるという。VATの アップや変動相場制に
よる売 り上 げへの影響 は予想以上に大 きいもののようである。そして,ジ ャスコの場合,売 上
高はピーク時 と比較 して15%の 落:ち込みがあり,2000年 まで回復 は困難であるという。
そして,平 中氏によると,1990年 代に入ってタイでは店舗新設 ラッシュがつづ き,店 舗過剰
なところに通貨切 り下 げのパ ンチで,今 後自然消滅する百貨店やスーパーの続出が予想される
という。その上,バ ンコク郊外では欧米系流通業の進出が激 しくな り,日 本勢は太刀打ちでき
ない状態で,こ れ らとの対等の競争は容易ではな く,そ れゆえジャスコの場合郊外からは撤収




が盛んで,そ れらの都市に百貨店,ス ーバ,大 型ディスカウン ト店が相次いで登場 した。
1980年 代末 までは,タ イの流通業界では百貨店業界 トップのセントラルグループが圧倒的地
位にあった。セントラルグループは1990年 代 に入 り多店舗展開を本格化し,ま た,ロ ビンソン
グループも同様の多店舗化 を推進 した。 ところが,こ れ以上 に顕著な成長を示 したのが,CP
グループ(ヂ ャルーン ・ポーカバ ン)で あった。
CPグ ループは,1988年 オランダのSHVホ ールディング社 と合弁でサイアム ・マクロ社を
設立 し,会 員制ホ「ルセールクラブの新業態 を開発 した。同年11月CPセ ブン ・イレブン社を
17)
設立。1994年 にはディスカウン トス トアのロ一夕ス1号 店を出店す るに至った。
このようにバ ンコクの大手流通業や欧米企業が多店舗化 と地方展開を進 めた結果,地 方都市
の流通業者 は激 しい競争に直面 し,転 廃業を余儀な くされたものがある。そして,1990年 代に
16)バ ン コク 日本 人 商 工 会議 所 『所報 』1997年10月 号(428号),3頁 。
17)同 上 書,15頁 。
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入 って従来の流通構造が大 きく変化 してきている。その原因は第1に 百貨店,第2に ホールセ
ールクラブ,第3に バ ンコクの消費財メーカーが地方市場での自社製品流通への関与 を強めよ
18)
うとしていることである。
大型 ディスカウンターBig-c,ロ ータス,カ ルフールは,バ ンコク郊外 に次々 と新店舗を開
設 し,さ なが ら戦国時代の陣取 り合戦のような熾烈な戦 いを展開している。そして,最 近の小
売業界 の大 きな話題としては,国 際的なスーパーマーケッ ト企業のタイへの進出があげられる。
オランダのロイヤル ・アホール ド社 はセントラルデパー トやロビンソンデパー トのスーパーマ
ーケッ ト部門を請 け負い,ト ップスという店名で営業 している。 それによって,本 格的なスー
パーマーケッ トチェンが存在 しなかったタイの国に短期間のあいだに30店舗 を有する強力なス
ーパーマーケ ットチェンが出現してしまった。これに触発されてザ ・モールグループはベルギ
ーのフー ドライオン社 と合併でスーパーマーケッ トビジネスに乗 りだ した。他方,従 来型のス
19)
一パーマーケ ットもこれ らに対抗 しており競争激化 と淘汰の時代 に入っている。
・現在,タ イは経済混乱に陥っているものの海外の企業 にとっては逆に出店 コス トが相対的に
下が り,欧 米の各社に とっては絶好の機会 となっている。
英国の小売業はマークス ・アン ド・スペ ンサー以外はアジアへの進出が遅れていたが,こ こ
にきて勢い積極的な展開をみせている。た とえば英国スーパー最大手の 「テスコ」はタイのス
ーパーマーケ ットを傘下におさめ75%の 株式を取得 して経営権 を行使するという。また,薬 品・
日用品大手の英国企業 「ブーツ」 は,調 剤薬 をはじめ,香 水 ・化粧品,ト イ レタリーに重点を
20)
置いた展開をはかるという。
聞き取 り調査 した際,特 にバンコク郊外では出店過当競争が激しく,フ ランスのカルフール
や米国の小売業の資本力が強 く,し か も郊外型大規模量販店の経験 とノウハウに富む欧米企業
と対等に競争することは難 しく,日 本の企業はとりわけ郊外からは撤退せざるを得ないとい う
ことであった。'
表一2バ ンコク郊外圏における出店競争





20K以 上 ⑦ 12
○ の数字 は,ジ ャス コの店舗 のNOを 表 し,1-12の 数字
は欧米 系 ・地元DSな どの出店数 を表 してい る。
出所,サ イアム ジャスコからの提供資料 による。
18)同 上 書,18～20頁 。
19)同 上 書,2頁 。
20)日 経 流 通 新 聞,1998年6月9日 号 。
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2,イ ンドネシアの場合
イン ドネシアでは,ス ハル ト大統領への批判がつの り社会が不安定だったところヘタイのバ
ーツ切 り下 げが追い打ちをかけ 「ル ピア」に売 り圧力がかか り,イ ンドネシア経済 も破綻に陥
ってしまった。イ ンドネシアは,対 外債務がアジア諸国のなかで最大級の1300億 ドルにも達 し
ていたため,対 外債務 を返済するためにも「ル ピア売 り」「外貨買い」を余儀なくされ,ま すま
すルピアの価値を下げる結果 となったが,タ イのバーツ切 り下げの影響が大きかった といえよ
う。そ して,つ いに1997年8月14日 変動相場制へ移行 した。
このようなことから経済は崩壊状態で,こ こでも金融機関の不良債券は推定で50～70%程 度
にのぼ り通貨は6分 の1に 下落 して しまった。そこでインドネシア政府は,通 貨防衛のため公
定歩合を58%に 引き上げたが,こ れだけ金利を上 げてしまうと逆に経営がな りたたな くなり,





ンドネシアに参入すると,そ の資金力,経 営ノウハ ウで太刀打ちできず,国 内の中小小売業が
壊滅 すると考えられているからである。そのため政府 は今のところ国内の小売業 を保護 ・育成
するために外資の直接参入を認めていないのである。
しか し,間 接的には流通技術の提携やフランチャイズ方式によって外国の流通業が参入 して
いるというのが実状である。すなわち,SOGO,西 武,メ トロ,JCペ ニー,ウ ォールマー
22)
ト,マ ークス ・アン ド・スペ ンサーなどしか りである。
わが国の阪神首貨店は,1996年 にインドネシア最大のアパレル企業であるグレー トリバーイ
ンターナショナルの子会社が計画 していた同国最大規模の百貨店出店を支援する計画であった
が,今 回の経済の破綻で中断せざるを得な くなった。将来への足がか りとして期待 されていた
23)
が,社 員は帰国の途についている。
ジャスコはアジア本部 を香港に新設 し,イ ン ドネシアへの進出も視野に入れていたが,経 済
危機に陥ったため,見 直 しせざるをえない状況 となっている。
ともあれ,イ ンドネシアは小売への外資の直接参入を認めていなかっただけにわが国の流通
業への影響 は極めて少ないといえるであろう。今後,経 済が回復 した暁には外資の導入 も緩和
されるであろうから,わ が国流通業にとっては魅力ある国 として期待されされている。
21)『 日経 ビジ ネス 』1998年7月27日 号,108～109頁 。
22)川 嶋 行彦,福 田順 子,金 埼 稿 「東 太 平 洋地 域 にお け る 日本 流通 企 業 の海 外 展 開 に つ い て」 「東京 国際 大
学論 叢 』 第56号,78頁 。
23)日 経 流 通 新 聞,1998年5月12日 号 。
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3,香 港の場合
香港 は100年 に渡たる契約期限が満了 し,1997年7月1日 をもって150年 余に及ぶ英国のクラ
ウン ・コロニー(直 轄植民地)か ら中国主権下の香港特割行政区に移行 した。
領土返還された香港 は1997年7月18日 頃か ら国際投機筋に狙われたが,10月 には香港株の大
24)
暴落:,不 動産価格の下落 も本格的 とな り,香 港経済 も混乱に陥っている。そして,香 港市場の
回復 は,外 部要因に規定されているところが多 く,自 力で回復することは難 しいとされている。
短期的には円 ドル為替相場の変動に左右 されるところが大 きいが,香 港政府は香港経済 を回復
させ るため土地の新規放出を凍結 した り,企 業の海外預金呼び戻 しのために利子所得の減免を
行 なった りしている。
中期的には,領 土が中国に返還 されたことで中国経済に左右され ることになる。 これまで香
港は何度 も大 きな不況→回復 を繰 り返 してきたが急速に回復するのが香港経済の特徴であった
といわれてい る。 しか し今回は,香 港の経済規模が大きくなっていることや領土が中国に返還




つ けた り,改 善 を模索 しているものが多い。
撤退傾向は数年前か らの家賃の高騰によって続いていた。三越が1995年2店 のうち1店 を,
伊勢丹が1995,96年 と相次ぎ閉店した。これらの撤退は,こ こ数年 に家賃が3～4倍 に引き上
げられた ことにより採算が合わな くなった ことが大 きな原因であったが,最 近の事情は経済不
況 によるところが大 きい。
香港では,金 融 とならび落ち込みが激 しいのが流通業であるが,1997年.9月 日本法人の経営
破綻により事実上倒産 したヤオハンをはじめ,多 くの企業が撤退 を余儀な くされている。ヤオ
ハンは域内10カ 所 に大型店舗 を展開していたが,香 港においても通貨危機 を契機 とした資金繰
りの悪化で11月 に事実上倒産 した。ヤオハ ンの場合には事実上の倒産であ り,他 の流通業が 自
主的に撤退するのとは事情が異なるが,通 貨危機 による影響 も多少は受 けているといえよう。
また,返 還 ブームの反動 ともいえる日本人観光客の激減や香港における消費マインドの冷 え
込みに伴 う小売市況の低迷は,こ こに来て一段と深刻 さを増 してお り,香 港島最大の繁華街,
26)
銅羅湾 に長年店舗 を構 えてきた松坂屋 も,1998年8月 で閉店,撤 退することを決めた。
大丸 も香港 での百貨店事業か ら撤退す る。それによって,1998年 度決算で特別損失 として香
港で,70億 円を計上せざるをえな くなった。香港,タ イ,フ ランスの3地 域全体の特別損失 は
24)「 その 時,日 系企 業 は」 ア ジ ア経 済 危機 特 集 『別冊 ニ ュ ーズ ネ ッ トア ジア 』 ニ ュ ー ズ ネ ッ トア ジ ア発 行,
Vo1.1,1998年,2月,9頁。
25)『 日経 ビジ ネ ス」1998年7月27日 号,110頁 。
26)r世 界 週報 」1998年5月12日 号,18頁 。 「日経 ビ ジネ ス』1998年7月6日 号,9頁 。
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東南アジアの経済混乱が続 くなか,中 国は元の切 り下げが懸念されてはいるが,今 のところ
政治 ・経済的に比較的安定 してお り,中 国中央政府 も流通の近代化を推進 してい く必要性から
・流通部門への資本導入を図 り限定的ではあるが外国流通業の参入を促進している。中国では,
「外資の投資分野 を指導する暫定規定」があ り,そ れ によると各業種が奨励業種,許 可業種,制
限業種,禁 止業種の4種 類 に分類されており,奨 励業種 には交通 ・インフラ,電 子,エ レク ト
ロニクスをはじめとする18業種があげられているが,小 売 ・卸など流通業 は 「制限業種」 とし
29)
て位置づけられている。このうち外資系企業による中国への投資 は香港 ・マカオ ・台湾などの
華人 によるものが半数 を占めるというが,中 国中央政府 は,最 近では日本 をはじめ欧米資本の
導入 にも積極的である。た とえば武漢,重 慶,西 安など相対的に発展の遅れている内陸部は外
資系百貨店の進出を拡大 してい くことを明らかにしている。
このような状況のなかで,日 本の大手小売業の進出にも拍車がかかったかたちである。そし
て北京,上 海,広 州など中国の大都市では流通業は早 くも激 しい競争時代に突入 してお り,わ
が国の進出流通業 も参入 と同時に現地の商慣行や人材を活用するなど対策が不可欠である。先
ずはそれぞれの進出流通業の状況からみていこう。
ダイエーは,三 菱商事 と提携 し1997年12月 大連市傘下企業 との合弁で大連に進出し,SM1
号店 をオープンした。天津市 に続 き2都 市めであるが,重 事長 には中内功ダイエー社長が就任
し,従 業員95名 は全て現地人 を採用 した といわれている。 これは流通近代化を推進 したい大連
市 と,本 格的な中国展開を図 りたいダイエーとの思惑が一致 したことで実現 したものであり,
30)
形態 は大連市 とダイエーとの合弁事業である。
ヨーカ堂は,外 資系小売業 としては,は じめて中国全土でチェーンス トアを展開する認可を
中国政府か ら受 けている。中国中央政府か らこのような特権を最初に与えられたのはヤオハン
27)r週 刊 エ コノ ミス ト」1998年8月4日 号,61～62頁 。 日経 流 通 新聞,1998年6月27日 号 。
28)日 経 流 通新 聞,1998年5月12日 号 。
29)戸 田 樹 生 「中国 小 売 業 の動 向」'流通産 業 研 究 所 『RIRI流 通 産 業 」1997年,6月 号,26頁 。





ヨーカ堂 は,商 品の輸出入権 も認 められ,海 外か ら商品を独 自に輸入した り,中 国国内で開
発 した商品 を日本 に輸出することもできる限 られた企業である。 このことはヨーカ堂にとって,
他の流通業 に比べ大きなア ドバ ンテージとなる。
このような特権 をえているヨーカ堂は,1997年11月21日 四川省成都市にGMSの 「成都イ ト
ーヨーカ ドー店」 を開店 した。 ここでは,ヨ ーカ堂が日本で確立 した単品管理のノーハウを駆
使 し,品 揃 えや売場作 りに役立ててい くというが,こ のことは,上 海など沿岸部に比べ,内 陸
部の四川省にヨーカ堂 による流通の近代技術が導入 されたことを意味するものであ り,現 地の
流通の近代化や文化に も影響 を与えるものである。
また,1998年4月 には,北 京に華糖洋華堂商業の 「華堂商場(ヨ ーカ堂)」 をオープンした。
北京へ は日本の他の流通業によって先陣が切 られているので,ヨ ーカ堂の進出が革命的な意味
をもつというものではないが,近 代流通 ノウハウと設備 を備えたヨーカ堂の出店にともなう品
揃 えは歓迎されている。すなわち,こ の店舗では5600元 する日本製の大型テレビが売れている
が,同 じ日本メーカーのブランドであ りなが ら4100元 の東南 アジア製は売れない という。 この
ことは品揃えという点でヨーカ堂の調達力にバラエティーを示す ものであるが,日 本製に対す
る信頼感 と中国人のブラン ド志向を現 した もので,品 質の優れた品揃 えの必要性を示 した もの
32)
といえよう。
マイカルは,人 口540万 人の中国北部の大都市大連 に1998年11月 大型商業施設「大連国際商貿
大慶」 をグランドオープンさせた。 もともと大連市は,戦 前か ら日本 との関係が深 く,進 出す
るわが国の企業 にとっては理解の得やすい土地柄であると同時に中国全土に14あ る経済開放'
区の1つ にあげられてお り,外 資導入 に熱心な都市 でもある。
オープンした 「大連国際商貿大慶」 は 三`時間消費"を コンセプ トの柱にした新時代のショッ
ピング・センターで,「人 と生活の国際化」を掲げ,マ イカルが手掛 けた海外初出店の本格的大
型複合施設 として注目されている。 これは,マ イカル70%,大 連商場服有限公司30%の 共同出
資による御合大型商業施設で,こ こには免税店,劇 場,高 級ブランドショップ,ホ テルを併設
するなどマイカルがこれまでに追及 してきた集大成 を表 したものである。そして,タ ーゲ ット
33)
は人 口の約44%を 占める若者で年商100億 円を目指すといわれている。
大連市 はファッションに敏感な街 といわれるので,日 本以上にファッション衣料に重点をお
いてい く方針のようである。体型 にあったサイズのインナーウエアをアドバイスするなど,こ
31)日 経 流 通 新 聞,1996年4月25日 号 。
32)日 経 流 通 新 聞,1998年6月9日 号 。
33)r週 刊 東 洋 経 済 』1998年,11月21日 号,40頁 。
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れまでに中国になかった新 しいサー ビスで商品を提供 してい くということであ り,他 の百貨店
と比較 して質 ・量 ・サービスにおいて充実 し,目 新 しさが溢れているという。 そして,こ の百
貨店には,イ タリアを代表する高級 ブランドの会員組織アルタガ ンマな ど格調高い老舗 もテナ
ントとして入居'してお り,一 堂に会する姿は,日 本でも見 られない豪華さであるという。
ソフ ト面の従業員教育,挨 拶,身 だしなみ,組 織 としての規律にも指導が行 き届き,日 本語
の 「いらっしゃいませ」に相当する中国語が店内に響 きわた り,大 連っ子のハー トをつかんで
いるといわれている。 また,大 連市 は,市 民の年収が毎年15%上 昇中で,中 国全土で も生活 レ




マイカルはこの出店に当 り,日 本では法規制によってチェックされるものが,こ こではその
ような規制の対象 とならず思い切 った試みが とれた といっているように,実 際インナーウエア
34)
のア ドバイスなどはイノベー ションとして評価に値するものではないか と思われる。
伊勢丹 は,百 貨店で本格的に進出 している唯一の企業である。1993年6月 上海に上海i華車伊
勢丹 を,同 年12月 に天津 に天津伊勢丹を開店 している。上海の店舗は華亭集団公司が建設した
複合 ビルの核店舗 として出店 したものである。
ファッション商品を扱 う上海華亭伊勢丹は,客 層を上層の3%に 絞 っているという。高額の
ファッション商品を購入する客は各都市人口の3～5%く らいらしいが,伊 勢丹 はファッショ
ン商品についてはそこに焦点を絞っていることになる。
ところで,上 海には外資系の大型店が十数店 あるが,そ れ らは高所得者を対象 としており,
国営企業 との競合はないという。ただし,外 資系同士の競争は存在 し,伊 勢丹の場合フランス
35)
の"オ ・プランタン"や 台湾の"太 平洋百貨"と 競合 しているが,中 国経済の伸びに伴い業績
は順調に推移,現 在 は黒字化 しているという。
以上,わ が国流通業大手の最近の中国における出店 とその状況についてみてきたが,い ずれ
も将来の販売市場を見込んでの先行投資ではあるが,そ こには中国の流通近代化に貢献 してい
こうとする姿勢 も読み とることができるし,ま た中国政府 もそのような貢献を果たして くれな
いような企業 に対 しては参入 を認めていないのが実情である。ちなみに,最 近のわが国流通業
の中国への進出状況は表一3の 通 りである。
34)『 週 刊 東 洋 経 済』1998年,11月21日 号,40～41頁 。
35)村 松 潤 一 「日系小 売 企 業 の 中 国戦 略 」 『国 際経 済 論 叢 』第4巻 第1号,49頁 。
44『 明大商学論叢』第81巻 第3・4号(44)
表一3主 な日系小売業の中国進出
企 業 名 出店地域 出店時期 店舗数 業 態
イ トー ヨー カ堂 成都 97年11月 1 GMS
北京 98年4月 1 GMS
ジ ヤ ス コ 広州 96年7月 1 GMS
上海 96年9月 1 GMS
青島 98年2月 1 GMS
ダ イ エ ー 天津 95年11月 6 SMな ど
大連 97年12月 1 SM
西 友 北京 96年6月 1 百貨店
上海 97年8月 2 SM
マ イ カ ル 大連 98年11月 1 百貨店
平 和 堂 長沙 98年秋 1 GMS
ニ コ ニ コ 堂 桂林 97年5月 1 百貨店
広州 98年1月 1 DS
伊 勢 丹 上海 93年6月 2 百貨店
天津 93年12月 1 百貨店
そ ご う 北京 98年6月 1 百貨店
ロ ー ソ ン 上海 96年7月 44 コ ン ビニ
出所,日 経 流通新聞,1998年6月9日 号
2,中 国流通市場の問題点
1)物 流 問題
中国に進出する流通業 にとって先ず問題 となるのは物流の問題である。インフラが整備 され
ていない中国での店舗展開は流通業にとって"物 流"が 大 きな課題である。生鮮食料品を扱 う
スーパーにとっては鮮度管理の問題が重要である。中国進出に先陣 を切ったヤオハ ングループ
が失敗 した原因の1つ にあげられるのもこの物流問題であった。ヤオハンは,中 国では卸売が
未熟であるため,自 ら卸 ・物流セ ンターを設置する必要にせまられ,そ れまでのシンガポール
での経験 を活か し1MM「(InternationalMerchandiseMart)国際卸売流通センター」で万
36)
全 を期 そうとした。しか し,結 果的には物流インフラの未整備や商品補充 システムの未整備か
ら期待 された品揃 えが実現できず,ヤ オハ ンに対する現地の評価 も低下 し,蹟 いてしまった。
こうしたヤオハンの失敗 を教訓にして,後 発で進出したダイエーは丸紅 と,ジ ャスコは三菱
商事 と,ヨ ーカ堂 は伊藤忠商事 と組 んで日本での協力関係を中国において も生かしていこうと
しているが,ダ イエーは今回の大連への進出にあたっては丸紅ではな く,三 菱商事 と提携 した。
理由は,三 菱商事が物流の近代化 に関 して大連市 と協定を結んでいるからである。すなわち,
三菱商事 は1995年 に大連市商業委員会 と「近代化にかかわる包括協定」を結び,1996年 から「物
37)
流合弁会社」を設立し,物 流インフラをはじめとするノウハウを蓄積 しているか らである。
36)Yaohan'sGlobalStrategy,CapitalCommunicationsCorporationLtdり1992,p157.
37)大 西 康 雄 「中 国に お け る物 流 と地 域 経 済 圏 の変 貌」 ア ジア 経済 研 究 所 『ワ ール ド・トレン ドJ1997年9月
号(第27号),44～50頁 。 日経 流通 新 聞,1997年11月25日 号 。
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現在の ところ,わ が国流通業の中国での展開は商社のもつ物流インフラの支援なしには実現
困難 といった状況である。逆 にいえば,商 社のもつ物流インフラに支えられて光がみえてきた
ということでもある。
2),商 慣行の関門
中国は 「中華人民共和国」の成立以来,社 会主義体制に従い流通面では基本的に配給制度 に
慣れ親 しんで きたので,中 国人に とって西側先進国の商慣行 を受け入れることは容易なことで
はない。先ずは取引における代金決済が問題である。新規参入の企業 にとって配給制度 に慣れ
てきた中国のメーカーは,現 金を確認 しなければ商品は売 らないということで厄介な問題であ
る。つまり,従 来のメーカーの立場 を依然 として行使 し,信 用取引になかなか応 じようとしな
い点があげられる。すなわち,中 国では商品 と代金の同時移転でなければ信用 されず,手 形取
・引が通用 しないわけである。
た とえば 「買い取 りの意味はわかったが,3カ 月は現金を持 ってきて くれ」 という具合であ
る。つまり日本の大手流通業に対 して も確かにきちんと代金を支払 う相手であるかどうかを確
かめなければ信用できないというわけである。「買い取 りは小売店が リスクをとる」といって も
疑心暗鬼で理解は難 しいという。イ トーヨーカ堂 「十里墾店」の場合,開 店が確認 され北京市
民が殺到 したことで納得がいき 「現金仕入れでな くても」応 じるようになった という。店がオ
ープンされ,消 費者が殺到 したことで信用 と納得がいったとい うわけである。また,商 慣行 と
しての月末締めという決済方法 も理解 されておらず,そ れが理解されるにも時間がかか りそう
38)
である。
バーコー ドの壁 も問題であるという。わが国の不一パーやコンビニでは,単 品管理は今やバ
ーコー ドを読み取 ることで自動的に補充されるシステム となっているが,中 国では全国的なバ
ーコー ドの統一がなされていないため,ス キャナーで読み取 ることができず,機 敏な補充もで
きないため単品管理はできない状態である。
また,商 品の盗難対策 も放置できない問題である。つまり万引きの件数が 日本の2倍 以上 も
あるといわれ,そ のため監視人体制に も2倍 以上の コス トがかかっている。中国では基本的に
は住民は全員登録 されていて,登 録されている人は犯罪 を犯さない というが,上 海のような大
都会では地方か ら多 くの人々が流入 し,そ のうちの生活 に困窮 しているような人が万引 きを働
くことのようであるが,現 実 には必ずしも生活困窮者のみではないようで,む しろ社会的モラ
ールの低さにあるように思われる。
38)日 経 流 通新 聞,1998年6月9日 号 。
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3)中 国政府が進出企業 に期待するもの。
中国政府が海外からの進出企業 に対 して期待 しているものと,進 出企業が 目論 んでいるもの
との間にはかな りな開 きがあるように思 える。国内貿易部によると,最 も心配 されていた外資
参入 による中国国内企業への影響 はあまりないというが,反 面流通開発実験の面では期待 はず
れのようである。すなわち,中 国側 からみると進出企業は,進 出の目的が不動産業的事業収入
や百貨店業態の展開に集中 してお り,中 国政府が期待 している多様な流通開発実験の効果がみ
られない というのである。 しかし,深 馴に進出した ウォルマー トの"説 明販売"や"試 食販売"
39}
などの販売手法には中国側 として学ぶべき収穫点 として評価 している。
中国市場 におけるわが国の流通業の位置づけとしては,カ ルフールやメ トロな ど欧米系の企
業がローコス ト・オペ レーション方式のハイパーマーケ ットやディスカウントス トアを持込み,
その業態で優位 に立つのに対 して,木 目細かなコンビニエ ンス ・ス トア方式が適合するのでは
ないか という説がある。すなわち,中 国ではまだクルマ社会が実現 しておらず,ク ルマ対応の
商業施設が成立す る立地は限 られているし,ハ イパーやディスカウン ト方式では欧米系に太刀
打ちで きないので,木 目細 かなコンビニエ ンス ・ス トア方式が合っているのではないか,と い
うわけである。ただし,中 国国内での百貨店経営においては現在のところ日本企業が欧米企業
に劣っているようには思えない。
それで も小山周三氏 による と,「中国側 は日本 を飛 び越 して欧米に学ぼうという気運が少しず
つ強 くなってお り,日 本はもっと関心を払 う必要がある。 日本の流通業の持つ経営ノウハウが,
グローバルスタンダー ドに合わないとい う面が,中 国の流通近代化 ・現代化 という鏡 を通 して
40)
明 らかにされつつあるように思えてな らない。」 といっており,流 通近代化を通 しての中国展
開 も極 めて国際的で,い わゆる 「流通イノベーション」の性能が試されているといわざるをえ
な く,日 本の流通業に とっては,こ れか ら中国市場 を舞台にして他のアジアにも通用するグロ
ーバルスタンダー ドに合せていくのか,そ れ とも日本独 自のスタンダー ドを確立 していくのか
が問われてい るように思える。
VIむ すび
すでに述べてきたようにわが国流通業のアジアへの進出は,一 方では,経 済 ・法律 ・政治 ・
生態系な ど個別企業ではコン トロールできない 「環境要因」 と,他 方では,新 たな利益の機会
を求める 「戦略的要因」によってアジア経済の成長 に比例 しなが ら進められてきた。そして,
それはまた,経 済の成長 にともなって生 じて くる生産 と消費のアンバ ランスを修正するための
「流通近代化」を求めるアジア諸国の要求 とも一致 してきた。




また,百 貨店や近代的大規模SCの 進出は,一 方では現地の雇用を促進 し,人 々の生活行動
や産業活動にも変化を与え,さ らには商業 と都市の姿 を変えることにも貢献 してきた。 しか し,
他方では,.香港,シ ンガポール,タ イ,マ レーシアへの進出は,現 地の生産性の低い商店に死
活問題の影響を与 えた りすると同時に,特 に香港 ・シンガポールでは日系流通業同士の過当競
争 にまで発展 し,さ ながら出稼 ぎ販売を思わせる状況さえつ くりだした ことも否めない。
ところが1997年 来,タ イを震源地 として発生 したアジア通貨危機 ・経済危機は東南アジア諸
国に進出しているわが国流通業にも大 きな影響を与 えることとな り,縮 小 ・撤退を余儀 なくさ
れて きたのである。自発的に縮小 ・撤退を意図 していなかった企業 にとっては大打撃であるが,
振 り返ってみると香港 ・シンガポール ・バ ンコクへの進出は,す でにこれらの国々への初期の
「流通近代化」の役割の大方を果たしといって も過言ではない と思われる。今回のアジア経済危
機 は,わ が国流通業の これらの地域への戦略を建て直す また とない機会を与 えた といえるかも
しれない。
ただ し,流 通近代化の著 についた中国に対 しては別である。中国に対 しては販売市場 として
の魅力 もさることなが ら,物 流インフラ,商 取引方法,POSを はじめ とする情報流通 など貢
献すべき課題が山積 している。欧米の流通業 も含め,わ が国の流通業の献身的な貢献が期待 さ
れる。
